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「地方公共団体電子申告等普及促進協会（APTO）」の設立 
～平成19年(2007年)11月から地方公共団体に対する地方税の電子申告の普及促進施策を展開～ 

 
株式会社NTTデータ 

株式会社さくらケーシーエス 
株式会社TKC 

日本電気株式会社 
日本電子計算株式会社 

株式会社日立情報システムズ 
株式会社日立製作所 
富士通株式会社 

株式会社ユーフィット 
 
 
株式会社NTTデータ（本社：東京都江東区、代表取締役社長：山下徹）、株式会社さくらケーシ
ーエス（本社：兵庫県神戸市、取締役社長：高橋繁正）、株式会社TKC（本社：栃木県宇都宮市、
代表取締役：飯塚真玄）、日本電気株式会社（本社：東京都港区、代表取締役 執行役員社長:矢野薫）、
日本電子計算株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役社長：内池正名）、株式会社日立情報シス

テムズ（本社：東京都品川区、執行役社長：原巖）、株式会社日立製作所（本社：東京都千代田区、

代表執行役 執行役社長：古川一夫）、富士通株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：黒川
博昭）、株式会社ユーフィット（本社：愛知県名古屋市、代表取締役社長：竹田喜彦）の 9 社は、
納税者の立場から電子申告の普及促進に向けた活動を行うために、「地方公共団体電子申告等普及促

進協会（The Association for Promotion of Tax-online in Local Government、略称：APTO）」を平
成19年11月1日に設立いたします。 
 
１．地方公共団体電子申告等普及促進協会の概要 
政府の IT 戦略本部では、国・地方公共団体に対する申請・届出等手続についてオンライン利用
率を平成22年度までに50％以上とする目標を定めています。本協会は、申請手続の一つである税
務手続に関して、その利用促進を図るとともに、「利用者の視点」から電子申告における利便性の向

上を踏まえた普及促進活動を行うことを目的として、電子政府・電子自治体を実現するために各種

システムやソリューションを提供している民間企業の参加により設立するものです。 
地方税ポータルシステム（以下、eLTAX 注1）において、平成20年1月から給与支払報告書をは
じめとして利用可能手続きが拡大されるなど、税務のオンライン手続きの環境が整備されることに

より、民間企業等の電子申告の利用者にとって、業務の効率化や経費削減の効果が期待されます。

本協会では、電子申告の普及により享受される効果をより実感できるよう、民間企業等に対して、

様々な情報提供を行います。さらには、納税者である民間企業の立場として、本協会から関係機関

に対して利用者の要望を提言することを予定しています。 
 
【参加企業一覧】（50音順） 
・株式会社NTTデータ 
・株式会社さくらケーシーエス 
・株式会社TKC 
・日本電気株式会社 
・日本電子計算株式会社 
・株式会社日立情報システムズ 
・株式会社日立製作所 



・富士通株式会社 
・株式会社ユーフィット 

 
２．地方公共団体電子申告等普及促進協会の主な活動の概要 
・ 電子申告等の普及促進に関する各種情報の提供 
本協会は、税務のオンライン手続きや本協会の活動内容に関する情報を提供します。情報を提供

する対象として、「利用者」、「行政機関」、「ソフトウェア開発事業者」を想定しており、電子申告

を導入することによるメリットなど、電子申告の普及促進に資する情報を、説明会やホームペー

ジなど様々な手段を用いて最適なかたちで提供します。 
 
・ 普及促進施策の実施 
地方公共団体における電子申告の導入に関する普及促進施策を企画・検討します。 
今年度は、税務手続を受け付ける地方公共団体に対して、電子申告の導入を検討する際に必要と

なる情報の提供と説明、eLTAXと接続するために必要となるシステムの構築や改修に関する検討
の支援などを実施する予定です。 
また、利用者である民間企業や税理士等に対する施策については、本協会を設立後に検討し決定

していく予定です。 
 
・ 関係機関との連携 
総務省や国税庁、社団法人地方税電子化協議会など、税務のオンライン手続きに関する関係機関・

団体と連携することにより、電子申告の普及促進に寄与する活動を行います。 
総務省や国税庁等の政策に対しては、納税者や地方公共団体などから、電子申告導入に関する要

望等を取り纏め、本協会からの提言として提示します。 
また、社団法人地方税電子化協議会に対しては、利用者の視点から、eLTAXの利便性向上に関す
る要望を提言します。 

 
（地方公共団体電子申告等普及促進協会の活動概要図） 
 
 
 



３．今後のスケジュール 
本協会は、設立後に、「利用者」、「行政機関」、「ソフトウェア開発事業者」などの各視点で、普及

促進に係わる課題に対する検討テーマを設け、分科会を設置します。分科会の活動の中で、eLTAX
において給与支払報告書の電子申告が開始される平成 20年 1月に向けた、短期的な活動計画を検
討する予定です。さらに、平成 22年度のオンライン利用率 50%以上達成という目標に向けた、中
長期的な活動計画を検討する予定です。 
 
・ 平成19年11月～12月 
本協会の会員企業による協会設立のお知らせと電子申告等の普及促進施策の共同展開を企画する

とともに、全国の地方公共団体に向けた情報提供と導入支援 
・ 平成20年1月～3月 

eLTAXにおける利用可能手続き（給与支払報告書など）の拡大に伴う電子申告の普及促進施策を
全国各地で展開 
地方公共団体に向けて電子申告導入に関する説明会を開催 

 
注 1 eLTAX（エルタックス）とは、地方税における申告、申請、納税などの手続きを、インターネットを利用して
電子的に行うシステムです。eLTAXは、地方公共団体で組織する「社団法人地方税電子化協議会」が運営しています。
詳細は、eLTAXホームページ（http://www.eltax.jp/）をご確認ください。 
（別紙：eLTAXの概要） 
 
●地方公共団体電子申告等普及促進協会ウェブサイト 
< http://apto-j.jp /> 
 
◆本件に関する問い合わせ先 
 
－報道関係のお問い合わせ先－ 
株式会社NTTデータ 
広報部 岩内 
TEL：03-5546-8051 
 
株式会社さくらケーシーエス 
経営企画部広報室 水野 
TEL：078-391-6571 
 
株式会社TKC 
東京本社社長室広報部 宮﨑 
TEL：03-3266-9200 
 
日本電気株式会社 
コーポレートコミュニケーション部  矢代 
TEL：03-3798-6511 
 
日本電子計算株式会社 
経営戦略本部 経営推進室 広報担当 野萩 
TEL：03-3668-6677 
 
株式会社日立情報システムズ 
CSR本部コーポレート・コミュニケーション部 松林 
TEL：03-5435-5002 



 
株式会社日立製作所 
情報・通信グループ 広報部 藤井 
TEL：03-5471-8900 
 
富士通株式会社 
広報 IR室 香川 
TEL：03-6252-2174 
 
株式会社ユーフィット 
企画部 武石 
TEL：03-5765-1212 
 
－その他のお問い合わせ先－ 
地方公共団体電子申告等普及促進協会（APTO） 
運営事務局 
Mail：info@apto-j.jp 
 
株式会社NTTデータ 
第一公共システム事業本部 福井 
TEL：050-5546-2449 
 
株式会社さくらケーシーエス 
公共営業部 伊藤 
TEL：078-391-1550 
 
株式会社TKC 
地方公共団体事業部 営業企画本部 ASPサービス推進部 飛鷹 
TEL：028-648-2111 
 
日本電気株式会社 
公共ソリューション事業部GPRIME営業部 問い合わせ窓口 
TEL：03-3798-1443 
 
日本電子計算株式会社 
営業統括本部 公共営業部 ソリューション営業グループ 吉田 
TEL：03-5690-3221 
 
株式会社日立情報システムズ 
お問い合わせ窓口 
お問い合わせフォーム：http://www.hitachijoho.com/contact/ 
 
株式会社日立製作所 
公共システム営業統括本部 カスタマ・リレーションズセンタ 森 
TEL：03-5632-7412 
 
富士通株式会社 
自治体ソリューション事業本部 山下・西本 
TEL：03-6252-2511 



 
株式会社ユーフィット 
公共営業部 大澤 
TEL：052-204-8258 



------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
このニュースリリース記載の情報(製品価格、製品仕様、サービスの内容、発売日、 

お問い合わせ先、URL 等)は、発表日現在の情報です。予告なしに変更され、検索日と

情報が異なる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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